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国土審議会政策部会国土政策検討委員会 

地域戦略検討グループ（第３回） 

福岡都市圏の国際競争力強化に向けた 
官民連携の取り組みについて官民連携の取り組みについて

橋田紘一 

株式会社九電工代表取締役社長 



2 プレゼンのポイント 

FUKUOKAは、「国際競争力の強化戦略」の策定と推進によって、「アジアの活
力を取り込んだ成長」を個性的・効果的・効率的に実現する 

• 福岡の取組みの４つの特徴 

– 高い地域のポテンシャルを引き出す

– 産官学民連携の豊富な実績を活かす 

– 国際競争力強化の視点を加える 国際競争力強化 視点を加 る

– 戦略策定から実行まで一貫した新組織を設立する 

プレゼンの流れ 
高い地域の 
ポテンシャル 

産官学民連携の
豊富な実績 

新たな取組みの
趣旨・方向性 

設立準備会 
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外部環境の変化 



3 地域のポテンシャル：福岡都市圏の地理・人口 
パ な市街 第 位 福 都市 約 が集積すコンパクトな市街地に国内第４位の人口（福岡都市圏約240万人）が集積する

福岡都市広域圏（広域行政圏）：約240万人 
（9市8町） 

10%通勤通学圏 

福岡生活圏：約310万人 
（5%通勤通学圏） 

5%通勤通学圏 
（久留米都市圏を除く） 



4 地域のポテンシャル：福岡都市圏の人口成長 
福 都市 成 率 大都市 を福岡都市圏の人口成長率は三大都市圏を上回る。

データ出典： 

1985年〜2005年国勢調査確報値 

2010年〜 国立社会保障・人口問題研究所「日本の市区町村別将来推計人口」2008年12月推計2010年 国立社会保障 人口問題研究所 日本の市区町村別将来推計人口」2008年12月推計



5 地域のポテンシャル：アジアと日本を繋ぐ玄関 

半径2000kmに人口10億人の巨大市場を持ち、日本で最もアジアに近い都市圏
として、アジアと日本をつなぐゲートウェイ地域をめざす 国際コンテナ定期航路 

日本一の国際旅客港 

都心アクセス至便の国際空港 



6 地域のポテンシャル：九州・山口経済圏の拠点 

ダ ギ福岡は、オランダやベルギーなど一国に匹敵する人口・経済規模を持つ九州・
山口経済圏のネットワークおよび商業・ビジネス・文化の拠点である 

九州・山口と各国の人口・経済規模 交通ネットワーク 

「クリエイティブ都市論」 リチャード・フロリダ 



7 地域のポテンシャル：高い暮らしの質（QOL） 

豊かな自然環境、充実した都市の利便性、美味しい食事と豊かな歴史・文化な
ど、暮らしの質（Quality of Life）の高さは国内外から高く評価されている 

世界で最も住みやすい都市 第17位アジアのベスト都市 第1位 世界で最も住みやすい都市 第17位アジアの スト都市 第1位

世界の最も熱い10都市 魅力ある地方都市 第1位 （ブルータス） 



8 

ざ

産官学民連携の豊富な実績 

国際連携、観光、産業振興など広範なテーマにわたる、さまざまな規模の産官
学民の連携が非常に活発である 

福岡・釜山経済協力協議会 
国際地域ベンチマーク協議会

（IRBC) 
国際 

新成長戦略（閣議決定） 国土交通省成長戦略日本

九州地域戦略会議
九州地域イノベーション 九州経済成長 

アクションプラン九州

新成長戦略（閣議決定） 国土交通省成長戦略日本 

九州地域戦略会議
九州観光推進機構 創出促進協議会 アクションプラン九州 

九州アジア観光戦略特区 
（提案中） 

福岡・アジア国際戦略特区 
（提案中） 

福岡県 

福岡・釜山インターリージョナル
国際戦略総合特区（提案中） ビジターズインダストリー 

推進協議会 

福岡都市圏 
博多港長期構想策定委員会 

We Love 天神協議会 博多まちづくり推進協議会 
天神明治通り 
街づくり協議会 

ベイサイドプレイス博多 
協力会 

エリア（地区） 



9 産官学民連携：国際連携 

国際地域ベンチマ ク協議会

アジアとりわけ隣接する釜山と経済的な結びつきを深めるなど、産官学民が一
体となった国際交流を通じて、戦略的な地域経営を推進している 

福岡・釜山経済協力協議会 
国際地域ベンチマーク協議会

（IRBC) 

○世界の１０地域が加盟する国際ネットワーク。 

○各地域 国際競争力を高める とを目的に 指標やま

○福岡市・釜山広域市の双方８つの関係機関・団体で構成。 

協議会を中心に 以 ような協力事業を行 る ○各地域の国際競争力を高めることを目的に、指標やま
ちづくり成功例の共有を行っている。 

 協議会を中心に 以下のような協力事業を行っている。

テレビ電話で 日本と韓国間の会 両市の大学が制作したテレビ電話で、日本と韓国間の会 
議・商談が出来る経済協力事務所 

両市の大学が制作した
生活スタイルのガイド 

世界１０地域の産官学民により、 
活発な議論が交わされる 

今年７月には年次総会が福岡で開
催され、世界のキーパーソンが集結 

両市の教育委員会（教育庁）との間で協議を 
重ね制作された副読本と、これを使った授業。 

両市のプロ野球チームでの 
交流ゲーム 
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ダ プ

産官学民連携：九州 

各県知事と経済界のリーダーシップにより、道州制の実現に向けた広域自治
への取組みや、グローバル型の産業クラスターの形成が進展している 

九州地域イノベ ション
九州地域戦略会議 

九州地域イノベーション
創出促進協議会 

「九州はひとつ」の理念のもと、官民一体となって九州独自の発展
戦略の研究や具体的施策の推進に取り組んでいくため、「九州地
方知事会と九州・山口経済連合会との意見交換会」を発展する形

世界最大の半導体生産・消費地に成長したシリコンシーベルト地
域の核となりうる世界最先端のシステムLSI開発拠点の構築を目

指す産官学連携組織方知事会と九州 山口経済連合会との意見交換会」を発展する形
で設立された。 
 
設立年月日 2003年１０月28日 
  
組織構成等

指す産官学連携組織。

組織構成等
・ 議長 ： 広瀬 勝貞 九州地方知事会長／大分県知事 
・ 副議長 ： 松尾 新吾 九州経済連合会会長 
・ 委員 ： ２６名（正副議長含む）  
行政側 ： 九州地方知事会会員各県知事  ９名  
経済界 ： 九州経済連合会正副会長 １５名長
      九州商工会議所連合会会長  １名  
      九州経済同友会代表委員  ２名※ 
       九州経営者協会会長  １名※  
※ 九州経済同友会代表委員１名及び九州経営者協会会長は、   
九州経済連合会副会長と重複 
 
・ 事務局 ： 九州経済連合会と九州地方知事会の共同事務局  
・ 会議 ： 定例：年1回（１０月）、臨時：年１～２回 
  
活動の柱 

資 資・九州の一体的発展に資する社会資本整備
・産業振興と環境保全  
・地方制度改革と行政効率化  
・九州とアジアの交流 



11 産官学民連携：観光 

観光分野での産官学連携が特に活発であり、観光庁は、地域が一体となって
外客受入の中核的な役割を担うべき戦略拠点に福岡を指定した 

観光庁
九州観光推進機構 

九州一体の観光振興策を実行するため、2005年に九

州７県や経済界が設立。国内外での九州のプロモー
ション、旅行会社や航空会社などと提携した旅行商品

企 広域観光 デ などを 掛

観光庁
（外客受入戦略拠点） 

の企画、広域観光モデルルートの開発などを手掛けて
いる。 
 
会員：約160の企業・団体 
会長：石原進・ＪＲ九州会長 
事業費 ６億５千万円（会員の会費等で賄う）事業費： ６億５千万円（会員の会費等で賄う）
 
九州アジア観光戦略特区提案のポイント 
•東アジアの日常的な安地短観光特区・九州 
•東アジアの治療・健診・療養特区・九州 
•東アジアの教育旅行 知的観光特区 九州

ビジターズインダストリー 
推進協議会 

•東アジアの教育旅行・知的観光特区・九州

民と官の共働による“オ ル福岡”体制で 地域経済の活性化や競 民と官の共働による オール福岡 体制で、地域経済の活性化や競
争力の向上、アジア交流の促進を目的として設立。 

 アジアプロモーションの実施や受入環
境の整備、集客拠点の活性化などに
取り組んでいる

○2003年11月設立 

○69企業・団体、73名で構成
（2010年.9月15日現在） 

取り組んでいる。



12 外部環境の変化：九州新幹線の全線開業 

2011年3月の九州新幹線の全線開通により、九州経済の一体化が加速すると
見込まれる 



13 外部環境の変化：人口減少と少子高齢化 

九州の人口は2020年までに1,250万人に減少する（-6.2%）と予測されている。
人口増加中の福岡都市圏においても、生産年齢人口は減少し始めている 

福岡都市圏の年齢別人 動態福岡都市圏の年齢別人口動態

13 
国土審議会計画部会資料より引用 



14 外部環境の変化：アジアと日本の成長性格差 

世界、とりわけ成長著しいアジアにおいて、日本および国内地域の国際競争力
は低下している 



15 新たな取組みの趣旨と方向性 

国際競争力強化の視点から、九州・福岡を牽引する福岡都市圏の成長戦略を
策定し実行するための、産官学民連携主体を新設する 

■設立の趣旨 
世界的な経済危機の影響による景気や雇用情勢の悪化
が進む中、地域そして日本の成長のため には、地域経済

• ７つのキーワード 

– 産官学民の連携 中、 域 日本 成長 、 域経済
の発展等が不可欠だとして、産官学民がそれぞれ力を合
わせて一体となって取り組んでいく必要がある。 
 
■検討の方向性

民

– 福岡都市圏 

– 国際競争力の強化 検討 向性
福岡都市圏は、陸と海の玄関口の整備、九州新幹線の全
線開通などによって人・モノ・情報の交流が質量共に活性
化する機会を捉え、地域の国際競争力の強化により地域
経済の活性化を進める。また、アジアとの近接性や多様な

国際競争力 強化

– 徹底した地域診断 

– 成長分野の選択 経済 化 様
人材集積を生かし、徹底した地域診断を踏まえて将来に
向けた戦略を描き、成長分野を選択し、官民連携主体で
推進することで、福岡の持続的成長を生み出していき、そ
れを日本の成長につなげていくことを目的とする。

成長分野の選択

– プロジェクトの進捗管理 

– 専任の専門家集団
今回形成される官民連携主体においては、全体の地域戦
略計画を策定する地域戦略部会を設置し、個別のプロジ
ェクトを遂行する部会の進捗管理を実施する。加えて、実
務の専門性を高めるため、事務局（＝シンク＆ドゥタンク）

専任の専門家集団

は、専任の専門家集団をおく。 
 

（官民連携主体設立準備会（仮称）幹事会） 



16 官民連携主体設立準備会（仮称）の設立 

民間企業数社と地方自治体（福岡市、福岡県）、九州大学、経済団体などで、
官民連携主体の準備組織を2010年11月に設立予定である 

• 取組み内容 

– 官民連携主体の取組みで目指す将来像（仮説）の策定 

– 官民連携主体の運営方法の検討– 官民連携主体の運営方法の検討

– シンク＆ドゥタンクの形態の検討 

– 官民連携主体への参画対象への呼びかけ 

メンバー 

•顧問： 

–福岡県 

(社)九州経済連合会–(社)九州経済連合会

–福岡商工会議所 

•会員： 

–幹事会 （※事務局） 

•福岡市※  総務企画局長    渡辺 正光   

•九州電力(株) 取締役 常務執行役員 経営企画本部長  梨田 一海  

•西日本鉄道(株) 取締役 執行役員 経営企画本部長  高崎 繁行  

•九州旅客鉄道(株) 常務取締役 総合企画本部長 本郷 譲九州旅客鉄道(株) 常務取締役 総合企画本部長  本郷 譲

•（株）九電工※  取締役 専務執行役員    佐々木 健一  

–一般会員 

•国立大学法人九州大学 



17 新たな官民連携主体のイメージ（案） 

総会

産官学民の幅広い参加による公共性、意思決定の迅速性、戦略による統括性、
事務局の実務専門性を備えた新組織を、2011年4月目途で設立する 

総会
顧問： 

•福岡県 
•(社)九州経済連合会 
•福岡商工会議所 幹事会

テーマ別に部会を設置 

福岡商 会議所
会員： 

•福岡市 
•九州電力(株) 
•西日本鉄道(株)

幹事会

•福岡市 
•九州電力(株) 
•西日本鉄道(株) 

（役割） 
全体戦略の策定 

 （将来像、目標） 
他部会の統括 

（テーマ例） 
観光 
交通 
人材育成・開発 
都心部ウォーターフロント

西 本鉄道(株)
•九州旅客鉄道(株) 
•（株）九電工 
•国立大学法人九州大学 
【今後拡大予定】

•九州旅客鉄道(株) 
•（株）九電工 
【今後拡大予定】 

地域戦略部会 
 

都心部ウォ タ フロント 
さらに、必要に応じて分科
会を設置 

【今後拡大予定】

分科会 分科会 

部会 部会 部会 部会 … 

（役割） 
全体戦略 素案策定

（体制） 

事務局（シンク＆ドゥタンク） 

全体戦略の素案策定
部会間の調整 
各部会のプロジェクト支援 
予算等の管理 

専任のスタッフ 
専門家集団 


